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第 1 章 計画策定の趣旨等  

 

１ 計画策定の趣旨 

自殺対策基本法が平成 18（2006）年に成立して以来、一定の成果があった一方

で、自殺者数は依然として毎年２万人を超える水準で推移しており、男性が大きな

割合を占める状況が続いています。更にコロナ禍の影響で自殺の要因となる様々な

問題が悪化したことなどにより、女性は２年連続の増加、小中高生は過去最多の水

準となっています。 

  このことから、国では、令和４（2022）年自殺総合対策大綱の見直しを行い、子

ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化、女性に対する支援の強化、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進といった対策を打ち出しました。 

 また、栃木県においても、この自殺対策大綱の見直しを受けて、「いのち支える

栃木県自殺対策計画（第２期）」を策定しました。 

  本町におきましても「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、

平成 31（2019）年 3 月に「いのち支える那須町自殺対策計画」（以下「前計画」と

いう）を策定し、自殺対策を講じてきたところです。 

その後、本町の自殺者数は平成 30(2018)年度の 11 人から、令和 3（2021）年度

には 2 人まで減少しましたが、令和 4（2022）年度は増加に転じています。 

  本町としましては、引き続き自殺対策を推進するため、国や県の動向と町の現状

及びこれまでの取組を踏まえ、「第２期いのち支える那須町自殺対策計画（以下「本

計画」という。）として策定するものです。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、「第７次那須町振興計画」や「自殺対策基本法」「自殺総合対策大綱」

「いのち支える栃木県自殺対策計画」等を上位計画とし、「那須町地域福祉計画・

地域福祉活動計画」「那須町健康増進計画」「那須町障がい者計画」等関連する各

種計画と整合性を図ります。 
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第３期  

 

３ 計画の期間  

本計画は、国の自殺総合対策大綱見直し等を見据え、令和７（2025）年度から令
和９（2027）年度までの３年間とします。ただし、社会経済情勢の変化、自殺をめ
ぐる諸情勢の変化、目標の達成状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

４ 計画の数値目標  

国の自殺総合対策大綱では、令和８（2026）年度までに自殺死亡率を平成 27（2015）
年度と比べて 30％以上減少させることを目標としています。 

那須町では平成 30（2018）年度に計画を策定して、令和元（2019）年度より取り
組みを実施してきました。その間、自殺死亡率※は増減を繰り返しながら、平成 27
（2015）年度の 41.5 人から令和５（2023）年度には 20.59 人まで下がりました。 

前計画の期間を通して、目標に挙げた「自殺者ゼロ」は達成できませんでしたが、
第２期計画においても基本理念である「誰も自殺に追い込まれることのない那須町」
を目指し、「自殺者ゼロ」を目標とします。  

 

第１期計画の数値目標  

                       
平成 27（2015 年） 

（基準値） 

令和 5（2023 年） 

(目標値) 

令和 5（2023 年） 

(実績値) 

自殺死亡率 
全国 18.5 人   17.6 人 

那須町 41.5 人  0 人  20.59 人 

那須町自殺死亡者数 11 人 0 人  5 人 

 

第 2 期計画の数値目標  

※自殺死亡率とは、人口 10 万人当たりの自殺者数 

 

 

年度  令和元  

2019 

令和 2 

2020 

令和 3 

2021 

令和 4 

2022 

令和 5 

2023 

令和 6 

2024 

令和 7 

2025 

令和 8 

2026 

令和 9 

2027 

令和 10 

2028 

那須町自殺対策計画              

県 自 殺 対 策 計 画             

那須町健康増進計画             

那須町地域福祉計画  

地 域 福 祉 活 動 計 画  

 

 

           

那須町障がい者計画              

那 須 町 振 興 計 画             

 
令和 5（2013 年） 

（基準値） 

令和 8（2026 年） 

(目標値) 

令和 9（2027 年） 

（目標値） 

自殺死亡率 
全国 17.6 人  13.0 人以下 13.0 人以下  

那須町 20.59 人 0 人  0 人  

那須町自殺死亡者数 5 0 人  0 人  

 第１期  第２期  

 

第１期  第２期  

 

第３期  第４期  第６期  

第３期  

 

第４期  第５期 

第３期  第２期 

  第７次  第８次  

第５期  

 

第３期  

 

第３期  
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第 2 章 那須町における自殺の現状と課題  

 

１ 現状   
（１）那須町における自殺の特徴  

2018 年～2022 年の自殺者数は 29 人(5.8 人/年)、自殺死亡率は 5 年間の平均
が 23.1 で全国の平均 16.4、栃木県の平均 17.6 よりも高い水準で推移してい
ます。 

①自殺者数（Ｈ３０～Ｒ４年度） 

 

地域における自殺の基礎資料より作成 

どの年度においても、女性より男性の自殺者数が多く、総数についてもピーク時 
のＨ３０年度よりは減少しているが、Ｒ４年度では増加している。 
 

 H30 R元 R2 R3 R4 H30～R4平均 
全 国 16.1人 15.7人 16.4人 16.5人 17.4人 16.4人 
栃木県 16.9人 17.2人 17.3人 17.9人 18.6人 17.6人 
那須町 43.0人 11.9人 24.0人 8.1人 28.5人 23.1人 

 

②年齢階級別自殺者数（Ｈ３０～Ｒ４年度） 

 
地域における自殺の基礎資料より作成 

過去５年間の年齢（１０歳）階級別自殺者数を性別にみると、４０代男性で最も多く、
次いで８０歳以上男性となっている。 
２０代・７０代を除く年齢階級において、男性の方の自殺者数が多くなっている。 
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（２）支援を優先すべき対象群  

自殺総合対策推進センターの分析から、平成 30（2018）年～令和４（2022）年

において自殺者数の多い上位５区分が本町の主な特徴として抽出され、支援が優

先されるべき対象群となった。 

 

那須町の主な自殺の特徴[特別集計（自殺日・住居地、2018～2022 合計）] 

上位５区分※１ 
自殺者数 

５年計 
割合 

自殺死亡率※２ 

(人口 10 万人対) 
背景にある主な自殺の危機経路※３ 

男性 40 歳～59 歳有職独居 4 人 13.8% 369.2 人 

配置転換（昇進・降格含む）→

過労＋仕事の失敗→うつ状態＋

アルコール依存→自殺 

男性 40 歳～59 歳無職同居 4 人 13.8% 322.9 人 
失業→生活苦→借金＋家族間の

不和→うつ状態→自殺 

男性 60 歳以上無職同居 4 人 13.8% 34.1 人 
失業（退職）→生活苦＋介護の

悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺 

女性 60 歳以上無職独居 3 人 10.3% 81.2 人 
死別・離別＋身体疾患→病苦→

うつ状態→自殺 

女性 60 歳以上無職同居 3 人 10.3% 15.4 人 
身体疾患→病苦→うつ状態→自

殺 

 

 
※１ 順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順としました。  

※２ 自殺死亡率とは人口１０万人当たりの自殺者数。  

自殺死亡率の算出に用いた人口は、総務省「令和２年国勢調査」就業状態等基本集計を基に JSCP（いの  

ち支える自殺対策推進センター）にて推計したものを記載しました。  

※３ 「背景にある主な自殺の危機経路」は、自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にしました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル(2023)」 
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（３）アンケート結果分析から考えられる優先的な対策  

   令和５年度に実施したアンケート調査結果から、自殺の防御因子が充実するた 

めの対策として以下の４点を優先的に取り組むべきと考えられる。  

 

①ゲートキーパー※養成講座の開催  

   悩みやストレス等を誰かに相談することから解決の糸口になることが多く、分  

析結果からはその相談相手には家族や親族、友人や同僚等「身近な人」がなるこ

とが多い。  

   誰しもが「誰かの身近な人」になり得ること、相談を受けた側が思い悩んでし 

まったり、抱えこんでしまったりしないよう、「気づく」「声かけ・傾聴」「つ 

なぐ」「見守る」のスキルを学び、早期に適切な対応ができるようゲートキーパ 

ー養成講座の開催が望まれる。  

※ ゲートキーパーとは  

     自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、  

話をよく聴いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人。  

 

②メンタルヘルス研修会  

   家庭、学校や職場等においてそれぞれ悩みやストレス等を抱えている人が  

多い状況にあるが、メンタルヘルスに関する研修会や講習会等への参加の機会  

が少ない結果となっている。  

那須町では働き世代（40歳から 59歳まで）の自殺死亡率が最も高いことから、  

職域と連携したメンタルヘルス研修の実施が必要と考えられる。  

 

③児童・生徒への自殺対策  

   児童・生徒の段階で、悩みやストレス等の向きあい方、対処の仕方、心身へ  

  の影響や SOS の出し方等を学ぶことで、自分自身のストレスや怒りのコントロ  

ールを身に付けることができ、友人等への気づきにもつながり、ひいてはスト  

レスのはけ口が原因の一部とされているいじめ対策にもつながり得ると考える。 

 

④情報発信、普及・啓発  

アンケート結果から、啓発物や情報発信ツールとして最も目につくものはポ  

スターであり、年代によってはインターネットホームページであることが分かっ 

た。  

行政機関だけでなく、公共施設、医療機関やコンビニ等の身近にある施設へ  

のポスターの掲載やチラシの設置、また、ホームページやＳＮＳを活用した情  

報発信が必要と考える。  
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２ これまでの取組  

 町では、これまで自殺対策の推進に関する基本方針に基づき各種施策に取り組ん

できました。主な具体的取組は、以下のとおりです。なお、17 ページ以降にすべ

ての取組状況を掲載しています。  

 

（１）  基本施策  

   基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 

     那須町自殺対策計画策定・推進委員会及び那須町自殺対策連絡協議会を開

催し、進捗状況等の情報共有を行いました。  

  

  基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

     様々な職種を対象とする研修や関係団体に対する研修を実施する計画でし

たが、令和元年に保健福祉課職員を対象としたゲートキーパー養成講座を実

施した後は、新型コロナウイルス対応のため、計画どおり実施することがで

きず、検討段階にとどまりました。  

   

 基本施策３ 町民への啓発と周知 

     自殺予防週間等について広報やホームページへの掲載、ポスターの掲示等

を行いました。  

     また、自殺対策強化月間に合わせて小学校、中学校及び高等学校へリーフ

レット等啓発資材を配布しました。  

    

基本施策４ 生きることの促進要因への支援 

     介護保険制度の利用案内・相談、高齢者の通いの場の立ち上げ支援、母子

保健事業等を通した支援、精神障がい者とその家族に対する支援等を実施し

ました。  

 県や医療機関等の連携や保健・介護・生活・子育て等に関する支援機関の

研修会といった自殺未遂者への支援については実施に至っていません。  

    

基本施策５ 児童・生徒の SOS の出し方に関する教育 

     スクールソーシャルワーカーの配置や教職員による健康観察等により SOS

サインの早期発見、サインを出しやすい環境づくりに取り組みました。  

 

（２）  重点施策  

   重点施策１ 高齢者への対策 

①包括的な支援のための連携の推進  

地域ケア会議や多職種連携会議等を継続的に開催し、連携体制を構築しま  

した。  
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②高齢者の健康不安に対する支援   

  シニアクラブ等に対する健康相談や健康教室の実施、高齢者総合相談支  

援、医療費や高額療養費に関する相談等を実施しました。  

③社会参加の強化と孤立、孤独の予防  

      介護予防事業の実施、ふれあいルームの開催など高齢者の交流や健康づ  

くりの機会を創出しました。  

   

重点施策２ 生活困窮者対策と無職者・失業者対策 

     生活保護に関する相談、生活困窮者自立支援、無料法律相談、納税相談等

を実施しました。  

年金受給者で経済的問題を抱えている方への相談には対応できませんでし

た。  

    

重点施策３ 子ども・若者対策 

     スクールソーシャルワーカーや心の相談員の配置、小中学生に対して那須

町人権擁護委員による講話や「命の週間」を実施しました。  

 

３ 今後に向けた課題  

  那須町における自殺の現状、アンケート結果の分析及びこれまでの取組状況から、

以下の課題が考えられます。  

 

〇那須町の人口１０万人あたりの自殺者数（自殺率）は、県平均や国平均に比べ

て高い水準にあるため、引き続き自殺対策の取組が必要である。  

 〇前計画で目標を達成できなかった取組については見直しが必要である。  

  〇全庁的な取組であるという町職員の意識付けや、町民、関係機関や団体、民間

事業者等への啓発が必要である。  

 

４ 課題を踏まえた今後の取組方針  

 上記課題を踏まえ、今後の取組方針を以下のとおりとします。  

 

 〇自殺総合対策大綱、県計画を踏まえ、町の現状やこれまでの取組、アンケート

結果の分析等を考慮して計画を策定する。  

  〇前計画で定めた基本理念や基本方針、取組については継続する。  

  〇町行政や関係機関・団体、町民等が持つ共通認識について、県計画に合わせた

内容とする。  

  〇基本施策の中で未着手であったゲートキーパー養成講座を、まずは町職員を対

象に開催し、全庁挙げて自殺対策に取り組む意識を高める。ゲートキーパー養

成講座は、順次関係機関・団体等へと対象を拡大していく。   
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第３章 那須町の自殺対策  

 

１ 基本理念 

自殺問題に関して町民一人ひとりが、また地域全体が「生きることの支援」に理

解を深め、適切に対応するとともに、地域全体が支え合いながら「誰も自殺に追い

込まれることのない那須町」を目指します。  

 

 

基本理念 そっと・もっと・ずっと支え合う  

「誰も自殺に追い込まれることのない那須町」  

 

 

 

２ 共通認識 

本町の自殺対策がその効果を発揮して「誰も自殺に追い込まれることのない那須  

町」を実現するためには、行政、関係機関・団体、町民等が、それぞれ次に掲げる 

事項を理解・認識して取り組むことが重要です。  

 

（１）  自殺は「誰にでも起こりうる身近な問題」である  

（２）  自殺はその多くが「追い込まれた末の死」である  

（３）  自殺はその多くが「防ぐことができる社会的な問題」である  

（４）  自殺を考えている人は「何らかのサインを発している」ことが多い  

 

  

  自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省）  
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３ 基本方針 

自殺総合対策大綱を踏まえて、本町では次の６点を自殺対策における基本方針と

します。  

 

（１）生きることの包括的な支援として推進  

自己肯定感や信頼関係、危機回避能力等の「生きることの促進要因」より、失業

や多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因」が上回った時に自殺リスクが高

くなると言われています。そのため、地域全体で「生きることの阻害要因」を減ら

す取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、一人ひとりの生

活を守るという姿勢で生きることの包括的な支援を推進します。  

 

（２）関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開  

自殺は様々な要因とその人の性格傾向、死生観等が複雑に関係しており、自殺を

防ぐためには、精神保健的な視点だけではなく、社会・経済的な視点を含む包括的

な取組が重要です。そのため、地域住民の見守りをはじめ自殺対策事業と関連の深

い精神科医療、保健、福祉に関する各種施策との連携を強化します。  

 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動  

自殺対策は、個々人の問題解決に取り組む相談支援を行う「対人支援のレベル」、

包括的な支援を行うための関係機関等による実務連携等の「地域連携のレベル」、

法律、大綱等の枠組みの整備や修正に関わる「社会制度のレベル」の３つのレベル

に分けることができます。  

対応の段階には、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」と、現

に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未遂が生じ

てしまった場合等における「事後対応」が挙げられ、段階に応じた施策を講じるこ

とで対策の効果的な連携を図ります。  

さらに、「事前対応の更に前段階での取組」として、学校では児童・生徒等を対

象に、辛い時や苦しい時には助けを求めてもよいということを学ぶ、「SOS の出し

方に関する教育」※を推進します。  

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊  

※ SOS の出し方に関する教育とは  

子どもが、現在起きている危機的状況、または今後起こり得る危機的状況に対応するため

に、身近にいる大人に SOS を出すことができるようにすること及び身近にいる大人がそれを

受け止め、支援ができる教育。  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊  
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（４）実践と啓発を両輪として推進  

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に

陥った人の心情や背景が理解されにくい現状にあります。それらの現状に理解を

深めることも含め、「危機に陥った時は誰かに援助を求めることが出来る」とい

うことが、社会全体の共通認識となるように広報活動や教育活動により積極的に

啓発します。  

  また、町民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気

づき、精神科医等の専門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう

推進します。  

 

（５）関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進  

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、国や近隣市

町村、関係団体、企業、そして町民一人ひとりが連携・協働し自殺対策を推進し

ていく必要があります。自殺が社会全体の問題であり、それぞれの主体が果たす

べき役割を明確化、共有化し、「誰にでも起こり得る危機」と認識したうえで、

仕組みを構築します。  

 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮  

   自殺対策基本法（以下、「基本法」という）第９条において、自殺者及び自

殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いや

しくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければならないと定めら

れていることを踏まえ、自殺対策に取り組みます。  
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４ 施策体系 

本町の自殺対策は、国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において、す

べての市町村が共通して取り組むべきとされている「基本施策」、本町の自殺の

実態を踏まえた「重点施策」、さらに関連施策（生きる支援の関連施策（各課の

施策））で構成されています。  

「基本施策」は「地域におけるネットワークの強化」「自殺対策を支える人材

の育成」等、保健・医療・福祉・教育・労働・その他の関連機関が自殺対策を推

進するうえで欠かすことのできない取り組みと、「町民への啓発」による気づき

と困難を抱えるあらゆる段階（事前対応・危機対応・事後対応等）への方策等幅

広い内容で構成されています。  

「重点施策」は、本町における自殺のハイリスク層である高齢者と自殺のリス

ク要因となっている生活問題、さらに子ども・若者向けの対策に焦点を絞った取

り組みをそれぞれの対象を包括的に推進する内容で構成されています。  

また、「生きる支援の関連施策（各課の施策）」は、本町において既に行われ

ている、様々な事業を自殺対策と連携して推進するため取組の内容ごとに構成さ

れています。  

このように、施策の体系を定めることで本町の自殺対策を「生きることの包括

的な支援」として推進していきます。  

 

 

 

 

 

                

            

       

                

      

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の重点施策  

施策 1 高齢者対策 

施策 2 生活困窮者と無職者・失業者対策 

施策 3 子ども・若者対策 

施策 4 働き世代対策  

本町の基本施策  

施策 1 地域におけるネットワークの強化  

施策 2 自殺対策を支える人材の育成  

施策 3 町民への啓発と周知  

施策 4 生きることの促進要因への支援  

施策 5 児童・生徒の SOS の出し方に関する教育  

国の施策   

施策 1 子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化  

施策 2 女性に対する支援の強化  

施策 3 地域自殺対策の取組強化  

施策 4 総合的な自殺対策の更なる推進・強化  

生きることの包括的な支援 
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５ 基本施策 

 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化  

地域における自殺対策は、町民をはじめ関係機関が連携することが必要です。自

殺対策に特化したネットワークだけではなく、地域の事業のネットワークと関連づ

けて取り組んでいきます。  

 

＜主な取組＞  

・那須町自殺対策計画策定・推進委員会の開催（毎年度）  

・那須町自殺対策連絡協議会の開催（毎年度）  

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成  

自殺対策を支える人材の育成は、本町の自殺対策を推進する上で基礎となる重要

な取り組みです。町職員が自殺対策の意識をもって相談対応することで、自殺対策

につながることを目指して、最初に町職員に対するゲートキーパー養成講座を開催

します。  

また、町民、専門職及び関係団体に地域での支え手・担い手となってもらえるよ

うにゲートキーパー養成講座の対象を順次拡げていきます。  

 

＜主な取組＞  

・ゲートキーパー養成講座の開催  

 （町職員、専門職及び関係団体）  

 

基本施策３ 町民への啓発と周知  

町民が相談窓口の存在を認知し、問題を抱えた際、適切な支援へとつなげること

ができるよう相談機関等に関する情報を提供します。また、町民が自殺は「誰にで

も起こり得る危機」と理解が深められるよう、地域全体にむけた自殺予防の啓発と

周知を行い自殺対策の推進を図っていきます。  

 

＜主な取組＞  

・リーフレット等啓発グッズの作成と周知  

・自殺対策強化月間キャンペーンの実施  

・地域や学校と連携した情報の発信  
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基本施策４ 生きることの促進要因への支援  

自殺に追い込まれる原因となる「生きることの阻害要因」を減らすとともに、

「生きることの促進要因」を増やし、自殺のリスクを低減できるよう取り組んでい

きます。  

 

＜主な取組＞  

・自殺リスクを抱える可能性のある人への支援  

・自殺未遂者への支援  

 

 

基本施策５ 児童・生徒の SOS の出し方に関する教育 
幼少期における体験の中で危機に陥った時、問題への対処方法や支援先に関す  

する情報を早い時期から身に付け、また、いじめについては早期発見と対応を行う

とともに、いじめを受けた子どもが周囲に助けを求められるよう、SOS の出し  

方教育を推進し、児童・生徒の自殺防止を図ります。  

 

＜主な取組＞  

・SOS の出し方に関する教育の実施  

・子どものいじめ防止及び解決を図るため関係機関との連携を推進  

・スクールソーシャルワーカーの配置の充実  
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６ 重点施策  

 

重点施策１ 高齢者への対策  

高齢者は、配偶者をはじめとした家族との死別、離別や身体疾患等をきっかけ

に、介護、生活困窮等の複数の問題を抱え込みがちで、地域のつながりが希薄であ

る場合、孤立化が懸念されます。また、介護は本人や家族にとって負担が大きく疲

弊してしまい、時に自殺のリスクにつながり、最悪の場合、心中や殺人へとつなが

る危険性もあります。本町では、行政サービス、関係各機関の支援を適切に活用

し、高齢者の孤立・孤独を防ぐための集いの場づくりや社会参加の強化といった、

生きることの包括的支援として施策の推進を図ります。  

 

 ＜主な取組＞  

・包括的な支援のための連携の推進  

・高齢者の健康不安に対する支援  

・社会参加の強化と孤立・孤独の予防  

 

重点施策２ 生活困窮者対策と無職者・失業者対策  

生活困窮者は、その背景として労働、多重債務、介護、知的障害、発達障害、精

神疾患、依存症、被災避難、虐待や性暴力被害等の多様かつ広範な問題を複合的に

抱えていることが多く、経済困窮に加えて社会から孤立しやすいという傾向があり

ます。生活困窮状態にある者、生活困窮に至る可能性のある者が自殺に至らないよ

うに、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援と連動させることで効果的な対策を

進めていきます。また、今後は多分野多機関ネットワークの構築とそれに基づく相

談支援や生活困窮者対策と自殺対策の連動を図るための研修会の開催を検討してい

きます。  

 

＜主な取組＞  

・他分野多機能ネットワークの構築及び相談支援  

・生活困窮者対策と自殺対策との連動  

 

重点施策 3 子ども・若者対策  

「生きることの包括的な支援」として「困難やストレスに直面した児童・生徒が

信頼できる大人に助けの声をあげられる」ということを目標として、SOS の出し

方に関する教育等を進めていきます。若者に関しては、自発的には相談や支援に

つながりにくい傾向がある一方で、インターネットや SNS 上で自殺をほのめかし

たり、自殺の手段等を検索したりする傾向もあると言われているため、ICT を活

用したアウトリサーチ策を検討していきます。  
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＜主な取組＞  

・いじめ防止対策  

・スクールソーシャルワーカー活用事業  

・心の教室相談員活用事業  

・教育相談体制整備事業  

・自他の命を大切にするための授業やイベント等の実施  

・国、栃木県と連携したインターネットや SNS 等を活用した対策  

    

 

重点施策 4 働き世代対策  

  働き世代は、家庭や職場の双方で重要な役割を担い、心理的にも社会的にも  

負担を抱えることが多い世代です。また、家庭環境や長時間労働によってスト  

レスを感じている人も多いとされています。栃木県と連携した勤務問題による  

自殺対策やメンタルヘルス・ワークバランスに関する教育を推進するとともに、

地域や家庭、または身近な人における気付きや見守りによって孤独や孤立を感  

じさせないような環境を作るための支援及び相談支援の取組を進めます。  

 

＜主な取組＞  

・国や県と連携した、労働者や経営者への各種相談窓口案内  

・メンタルヘルス対策について普及啓発を図る  

・労働者の家族や周囲の人の早期の気づきを促す取組の実施  

 

 

７ 生きる支援の関連施策 

 26 ページからの（３）生きる支援の関連施策については、町が実施する関連事業

のうち、「基本施策」や「重点施策」には当てはまりませんが、自殺対策と連携す

る事業を集約した施策群となります。  
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８ 計画の進行管理 

  本計画の実効性を高めるため、PDCA サイクルを通じて施策や取組の効果等を検

証し、検証結果や国の動向等を踏まえつつ、必要に応じて取組等を改善することに 

より、自殺対策を展開していきます。施策や取組の効果等を検証する場として、年 

1 回、那須町自殺対策連絡協議会を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan

(計画)

Do

(実行)

Check

（評価）

Action

(見直し・改善）

そっと・もっと・ずっと支え合う  

「誰も自殺に追い込まれる  

ことのない那須町」 
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９ 施策の実施状況及び今後の計画 

 

（１） 基本施策 

事業名  事業内容 実施状況 今後の計画 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 

那須町自殺対策

計画策定・推進

委員会の開催 

庁内各課が連携し、総合的かつ効果

的な対策を推進します。 

【保健福祉課】 

【達成】 

平成 30 年度の計画策定時に

計画策定・推進委員会を開催

した。第 2 期計画策定のた

め、令和 5 年度にも開催。 

【継続】 

 

那須町自殺対策

連絡協議会の開

催 

国の自殺総合対策大綱に基づき、関

係機関と緊密な連携を図ると共に、

自殺対策を総合的に推進します。 

【保健福祉課】 

【達成】 

毎年度、連絡協議会を開催、

適宜情報共有等を行ってい

る。 

【継続】 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

町職員を対象と

するゲートキー

パー養成講座の

開催 

窓口対応等で自殺リスクを抱えた町

民を早期に発見し、支援へとつなぐ

役割を担える人材を育成するため、

町職員向けにゲートキーパー養成講

座を開催します。【保健福祉課】 

【達成】 

令和 7 年 1 月に、町職員向け

にゲートキーパー養成講座を

開催した。（2 回開催：70 名

参加） 

【継続】 

令和７年度についても町職

員向けにゲートキーパー養

成講座を開催する。 

専門職や関係団

体を対象とする

ゲートキーパー

養成講座の開催 

専門職や関係団体向けにゲートキー

パー養成講座を開催します。 

・認知症地域支援推進員 

・障害者相談員（行政から委託し

た障害者相談員） 

・自治会長、民生委員・児童委員 

・消費生活サポーター 

・保護司 

・企業・事業所等 

【保健福祉課】 

【未達成】 

内容や実施方法等について検

討段階であり、実際に養成講

座の開催には至っていない。 

【改善】 

令和７年度から順次、専門

職や関係団体等を対象とし

たゲートキーパー養成講座

を開催する。（R7 は民生委

員について実施予定） 

基本施策３ 町民への啓発と周知 

リーフレット等

啓発グッズの作

成と周知 

配偶者等からの暴力等の防止に関す

る普及啓発、対応施設等を紹介しま

す。パープルリボンキャンペーン

（「女性に対する暴力をなくす運

動」）期間中、普及啓発活動を行い

ます。【こども未来課】 

【達成】 

毎年度、一定期間パープルリ

ボンキャンペーン（「女性に

対する暴力をなくす運動」）

期間中、普及啓発活動 

【継続】 

性に関する指導の際に、悩み事相談

先の一覧が掲載されたリーフレット

を配付することで、児童・生徒に相

談先情報の周知を図ります。 

【学校教育課】 

【一部達成】 

リーフレットの配布は行えな

かったが、道徳の時間などを

利用して、性に関する授業等

を行った。 

【継続】 

  

認知症地域支援推進員を中心として

認知症ケアの向上を図りながら、生

きる支援の相談先情報が掲載された

リーフレット等を配付します。 

【保健福祉課】 

【未達成】 

認知症に関する普及啓発を優

先としたため、自殺対策に関

するリーフレット等の配付が

できなかった。 

【改善】 

認知症地域支援推進員と連

携し、機会をとらえて啓発

活動を行う。 
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企業・事業所等で従業員が問題を抱

えた際、適切な支援へとつなげるこ

とができるよう相談機関等に関する

情報を提供します。【保健福祉課】 

【未達成】 

企業・事業所等への情報提供

は未着手であった。 

【改善】 

県と連携し、企業・事業所

等への情報提供を実施す

る。 

自殺対策強化月

間キャンペーン

の実施 

「自殺予防週間」（９月）と「自殺

対策強化月間」（３月）の周知のた

め、広報誌やホームページへ掲載す

るとともに関係機関にリーフレット

等を配付します。【保健福祉課】 

【達成】 

広報誌やホームページへの掲

載、ポスターの掲示やチラシ

の全戸配布等を実施した。 

【継続】 

地域や学校と連

携した情報の発

信 

自治会へ回覧板等で情報発信を行う

ことにより、自殺の実態やゲートキ

ーパーとしての役割について、町民

の理解の促進を図ります。 

【保健福祉課】 

【達成】 

自治会を通し、広報誌やチラ

シの全戸配布等を実施した。 

【継続】 

小学校、中学校、高等学校にこころ

の病気の知識と相談機関先が掲載さ

れているリーフレットを配付し、必

要時に医療機関を受診したり他の支

援機関につなぐ等、本人だけでなく

家族や友人等、気づき役やつなぎ役

としての役割を担えるよう普及啓発 

活動を実施します。【学校教育課】 

【達成】 

R4.3・自殺対策強化月間に啓

発グッズを小学校、中学校、

高等学校に配付した。 

・R5 実績：那須町人権擁護

委員による命の大切さやいじ

め、DV といった様々な人権

に関する講話を実施し、自殺

に対する理解を深めた。 

【継続】 

基本施策４ 生きることの促進要因への支援 

適切な介護サー

ビスの利用支援 

介護にまつわる諸問題について、相

談機会の提供を通じ家族や本人が抱

える様々な問題を察知し、高齢者の

身体等の状態に合わせて適切な時

期・内容の支援や介護サービスが利

用できるよう、介護保険制度の利用

案内、相談体制を充実し、高齢者の

生活環境を整えます。 

【保健福祉課】 

【達成】 

介護保険制度の利用案内、相

談を適切に実施した。 

R5 実績：電話(延 7984 件)、

面接(延 992 人）、訪問(延

2950 人）、メール（延 181

件）：  

【継続】 

高齢者が集える

機会の提供 

高齢化率の高い本町においては、高

齢者の生きがいづくりの場として

「集いの場」が有効なため、高齢者

が地域で元気に生活できるよう、今

後も地区社会福祉協議会や NPO 法

人、住民主体の団体による集いの場

づくりに取り組みます。 

【保健福祉課】 

【達成】 

新型コロナウイルス感染症の

まん延による集いの場の活動

低下がみられたが、その後

徐々に再開され新規に活動を

立ち上げる団体も見られてお

り高齢者が集える機会が増え

つつある。 R5 実績：32 か所 

【継続】  

母子保健事業・

子育て支援セン

ターの運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子保健事業の相談等を通し、子育

てに関わる全ての人の異変や困難に

気づき、問題があれば関係機関につ

なげる等、自殺対策を踏まえた対応

の強化を図ります。 

【こども未来課】 

【達成】 

母子手帳交付や、赤ちゃん訪

問、乳幼児健診等をとおして

保護者等の相談に応じ、必要

な支援を行った。 

R5 実績：乳幼児健診(延 338

人)、保護者等面接・相談(延

132 人)、保護者等訪問(128

人)、電話(延 143 人)、支援

センター利用者(延 1,897 人) 

【継続】 
 

児童虐待に関する通報や子育て支援

に関する相談に応じ、必要時には、

関係機関と連携し課題の解決を図り

ます。また、ホームヘルパー事業、

ショートステイ等、保護者の負担軽

減を図る支援を通じて問題の深刻化

を未然に防ぎます。 

【こども未来課】 

【継続】 
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 保護者による家庭保育が困難な乳幼

児に関する相談、公立保育園等によ

る保育・育児相談等を実施し、子育

て環境を整備していきます。 

【こども未来課】 

【達成】 

母子手帳交付や、赤ちゃん訪

問、乳幼児健診等をとおして

保護者等の相談に応じ、必要

な支援を行った。 

【継続】 

精神障がい者と

その家族に対す

る支援の充実 

 

精神障がいを抱える方とその家族

は、地域社会での生活に際して様々

な困難を抱えており、自殺リスクの

高い方も少なくないため、早期の段

階から社会復帰に向けた支援を保健

師等が展開し、本人や家族を包括

的・継続的に支えていくことでリス

クの軽減を図ります。 

【保健福祉課】 

【達成】 

精神障がいを抱える方とその

家族に対し、保健師等が関係

機関と連携し、包括的・継続

的に支援した。 

R5 実績：電話(延 576 人)。

訪問(延 278 人)、面接(92

人)  

【継続】 

精神障がい者の早期発見・早期治

療・社会復帰促進を図ります。 

【保健福祉課】 

【達成】精神障がい者の地域

移行支援、地域定着支援、共

同生活援助の障害福祉サービ

スの充実を進め、地域で安心

して生活できるよう支援し

た。 

【継続】 

困難事例への対応や精神障がい者と

家族への個別支援の充実を図りま

す。 

【保健福祉課】 

【達成】 

複合的な相談内容に対応する

ため、相談支援機関における

連携強化に努めた。 

R5 実績：電話(延 576 人)。

訪問(延 278 人)、面接(92

人)  

【継続】 

広域的な医療機

関等との連携の

強化 

栃木県自殺対策連絡協議会や二次医

療圏の関係機関等と連携し、自殺未

遂者への支援を行います。 

【保健福祉課】 

【未達成】 

自殺対策連絡協議会は開催で

きているが、自殺未遂者への

支援には至っていない。 

【改善】 

関係機関と支援策について

検討を進める。 

支援機関の専門

職員に対する研

修会の実施 

保健・介護・生活・子育て等に関す

る支援機関の専門職員に対して、自

殺のリスクアセスメントや自殺未遂

者への支援等について研修会を実施

し、地域の支援力の向上と連携強化

を充実させます。 

【保健福祉課】 

【未達成】 

研修内容や実施方法等につい

て検討段階であり、研修会の

実施には至っていな。 

【改善】 

関係機関と支援策について

検討を進める。 

施策５ 児童・生徒の SOS の出し方に関する教育 

児童・生徒の

SOS の出し方に

関する教育 

SOS の出し方に関する教育及びスク

ールソーシャルワーカーの配置を充

実させます。【学校教育課】 

【達成】 

スクールソーシャルワーカー

1 名を雇用し、必要な支援に

つなげるため関係機関と連携

を図り関係性を構築すること

ができた。 

【継続】 

「那須町子どものいじめの防止等に

関する条例」に基づき、子どものい

じめ防止及び解決を図るため関係機

関と連携を図ります。 

【学校教育課】 

【達成】 

教職員による健康観察を実施

し、子どもたち一人一人に目

を向け声掛けを行い子どもの

SOS サインを早期に発見して

いる。また SOS サインを出し

やすい環境づくりに努めた。 

【継続】 
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（２） 重点施策 

事業名  事業内容 実施状況 今後の計画 

重点施策１ 高齢者への対策 

 （１）包括的な支援のための連携の推進 

地域ケア

会議 

地域の高齢者が抱える問題だけ

でなく、自殺対策の視点も加え

て個別支援の充実を図り、多職

種での連携体制や社会基盤の整

備に取組みます。 

【保健福祉課、地域包括支援セ

ンター、医療機関、福祉関係

者、住民組織等関係者】 

【達成】 

個別ケースから地域の高齢者が抱

える問題を検討する会議として地

域ケア会議を実施し、多職種での

連携体制構築や社会基盤整備の必

要性を検討した。 

R5 実績：年 6 回実施 

【継続】 

地域連携

（訪問診

療・介

護） 

医療のみならず日常生活におい

て病気や患者を支える家族に対

しての相談を行い、自殺リスク

を抱えた方の早期発見と対応を

進めます。また、必要に応じて

関係機関と連携を図ります。 

【保健福祉課、地域包括支援セン

ター、医療機関、福祉関係者】 

【達成】 

支援者間の顔の見える関係性づく

りを行うため多職種連携会議を継

続的に開催し連携体制を構築し

た。 

R5 実績： 

①在宅医療・会議連携推進会議の

開催 6 回 

②研修会 1 回 

③住民向け講話等の普及啓発 2 回 

【継続】 

 （２）高齢者の健康不安に対する支援 

こころの

健康相談 

こころの相談専門員が町民の悩

みを聴き、不安やうつ状態を把

握し、必要時に適切な機関につ

なげます。 

【保健福祉課、医療機関】 

【達成】 

年間 6 回開催を計画しており、町

民からの相談に対し、対応方法や

必要な機関への紹介等を実施して

いる。 

R5 実績：年 6 回開催、相談 4件。 

【継続】 

地区健康

相談 

・健康教

室 

各地区の健康相談・健康教室の

機会に、うつ病を含め、心の健

康や自殺に対する正しい知識等

について理解を深めるための健

康教育を行っていきます。 

【保健福祉課、各地区組織】 

【達成】 

シニアクラブ等において健康相

談・健康教室を実施し、こころの

健康づくりに関する内容の講話等

を実施している。ただし、メンタ

ルヘルスに特化した講話等は実施

していない。R5 実績：健康相談

170 人、健康教育 159 人。 

【改善】 

メンタルヘルスに特化した講話

等の開催について検討する。 

生活支援

体制整備

事業 

生活支援コーディネーターが中

心となり、町民が主体となって

相互に支え合い、安心して暮ら

せる地域づくりを目指します。 

【保健福祉課、町社会福祉協議

会】 

【達成】 

生活支援コーディネーターが中心

となって町内の支え合いの体制づ

くり・地域づくり事業を実施。 

R5 実績：第 1 協議体 SC2 名、第 2

層協議体 4 か所設置 SC5 名配置 

【継続】 

認知症施

策推進事

業 

「誰もが認知症になり得る」と

いう認識のもと、認知症になっ

ても生きがいや希望を持ち、安

心して暮らすことができるよ

う、認知症の人やその家族の相

談支援の体制整備を行います。

【保健福祉課、地域包括支援セ

ンター】 

【達成】 

認知症地域支援推進員等の関係機

関が連携して、認知症の方やその

家族に早期に対応し、早期受診・

適切なサービスにつながるよう支

援を行った。 

R5 実績： 

①認知症サポーター養成講座の開

催 

開催回数  10 回 342 人  

H18 年からの養成人数 4,724人   

【継続】 
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②認知症講演会等の開催  

  開催回数  1 回 

③認知症初期集中支援チームの設

置 チーム数  １か所      

④認知症地域支援推進員の設置 

 配置数   13 人    

⑤認知症カフェ設置 

  設置数  2 か所 

  
高齢者総

合相談支

援事業 

高齢者とその家族から、介護・

医療のみならず日常生活におい

ての相談を受け、適切なサービ

ス、または機関の紹介、制度に

関する情報の提供を行います。 

【保健福祉課、地域包括支援セ

ンター】 

【達成】 

高齢者の方やその家族等から、介

護・医療のみならず日常生活のさ

まざまな相談を受け、適切なサー

ビス、または機関の紹介、制度に

関する情報の提供を行った。 

R5 実績： 

高齢者の総合相談窓口の設置 

・総合相談件数  延 4,905回  

【継続】 

行政相談 行政相談員が様々な相談を受け

る中で、高齢者の異変に気づ

き、必要な場合には支援へつな

げるための体制強化を図りま

す。【企画政策課】 

【達成】 

行政相談を毎月 2 回（令和 5年度

からは 1 回）ゆめプラザ・那須で

開催している。 

R5 実績：行政相談：12 回、相談

件数 1 件 

  

【継続】 

医療費に

関する相

談 

高齢者や家族にとって負担が大

きい医療費についての相談や高

額療養費に関する申請の際、生

活面で深刻な問題を抱えていた

り困難な状況にあったりする場

合には、適切な機関につなぐ等

の役割を担います。 

【住民生活課】 

【達成】 

医療費や高額療養費に関する相談

を随時受け付けている。生活面で

深刻な問題を抱えている等の相談

があれば、関係機関を案内し繋い

でいる。 

【継続】 

 （３）社会参加の強化と孤立・孤独の予防 

一般介護

予防事業 

各種事業を通じて、身体機能や

脳の活性化を図ります。参加者

同士の交流を通し、心身におけ

る健康の保持増進を図ります。 

【保健福祉課、地域包括支援セ

ンター】 

【達成】 

新型コロナウイルス感染症のまん

延により一時活動が停滞したが、

継続的に事業を実施した。 

R5 実績： 

①介護予防出前講座 27 回 344 人  

②介護予防サポーター養成講座 

実施なし 

③サポーター活動 12 回 140 人 

④介護予防教室  26 回 454 人 

  

【継続】 

ふれあい

ルーム 

高齢者の地域内における交流の

場や居場所として孤立を防止す

るとともに、参加者の見守りを

行います。また、健康体操等を

通して心身の健康保持を図りま

す。 

【町社会福祉協議会、地区社会

福祉協議会】 

 

  

【達成】 

令和 5 年度は、12 か所で 122回 

ふれあいルームを開催することが

できた。高齢者の交流の場や、健

康保持の機会の増加につなげるこ

とができた。 

【継続】 
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重点施策２ 生活困窮者対策と無職者・失業者対策 

生活保護

に関する

相談 

相談者やその家族が抱える問題

を把握し、必要に応じて適切な

支援先につなげます。 

【保健福祉課、町社会福祉協議

会、県北健康福祉センター】  

【達成】 

相談者からの聞き取りにより、困

りごとを把握し、適宜関係機関に

つなぎ、迅速な支援につなげるこ

とができた。 

R5 実績：相談件数 25 件 

【継続】 

生活困窮

者自立支

援 

相談支援、就労支援のほか、対

象者一人ひとりの困りごとにあ

わせた支援をしていきます。 

【保健福祉課、町社会福祉協議

会】 

【達成】 

生活困窮者自立支援員や町社会福

祉協議会と連携を図り、一人ひと

りの困りごとに対する支援を行う

ことができた。 

R5 実績：相談件数 16 件 

＜参考＞ 

社会福祉協議会 

貸付 生活福祉資金（県）2件 

   社会福祉金庫（町）32件 

フードバンク 13 世帯 

思いやり配布会 4 回 99 世帯  

【継続】 

無料法律

相談 

消費生活のトラブルを抱えた住

民に対して、弁護士等の専門家

への相談機会を提供します。 

【総務課】 

【達成】 

R5 実績：月 1 回で年間 12 回実

施。利用者 42 人。 

【継続】 

年金相談 年金に関する相談を随時窓口で

受け付けます。また、自殺リス

クにつながりかねない経済的な

問題等を抱えている人を早い段

階で発見するとともに、必要な

支援へつなげます。 

【住民生活課、社会保険事務】 

【未達成】 

年金に関する相談は随時窓口で受

け付けているが、すでに受給して

いる方で経済的問題を抱えている

方に対しての相談に対応すること

は困難である。 

免除申請の説明については行っ

た。 

【改善】 

国民年金加入者が将来老齢年金

や障害年金等の受給権が取得で

きるよう、生活困窮者の相談に

は免除申請などの制度の周知を

図り未納期間を減らす対応をす

る。 

各種納付

相談 

各種税金や保険料の支払い等の

相談や、生活面で深刻な問題を

抱え、困難な状況にある方の相

談に応じ、「生きることの包括

的な支援」のきっかけと捉え、

実際に様々な支援につなげられ

る窓口体制をつくります。 

【税務課、町社会福祉協議会、

町商工会、税理士会、県労政事

務所、公共職業安定所、労働基

準監督署、母子家庭等就業・自

立センター、県高齢者総合相談

センター】 

【達成】 

R5 実績：納税が困難な者には生活

状況確認書により、経済的な問題

等を聞き取りすることができた。 

【継続】 

重点施策３ 子ども・若者対策 

SOS の出し

方教育 

児童・生徒が、いのちの大切さ

を実感できる教育だけでなく、

生活上の困難やストレスに直面

した時の対処方法や SOS の出し

方を学ぶための教育を推進しま

す。 

【保健福祉課、学校教育課】 

【達成】 

R5 実績：教職員による健康観察を

実施し、子どもたち一人一人に目

を向け声掛けを行い、子どもの

SOS サインを早期に発見してい

る。また、SOS サインを出しやす

い環境づくりに努めた。 

【継続】 
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教育相談

体制整備

事業 

不登校児童・生徒（公立学校に

通う小中学生）を対象とした教

育相談室（適応指導教室）を運

営し、不登校児童・生徒の集団

再適応や自立を援助する学習・

生活指導等を実施します。ま

た、不登校児童・生徒の保護者

に対する相談活動を行う等、教

育相談室と学校、家庭及び関係

機関との連携強化を図ります。 

【学校教育課、教育事務所】 

【達成】 

R5 実績：教育相談員 2 名、作業療

法士 1 名、スクールソーシャルワ

ーカー1 名を雇用して児童生徒の

相談にあたり、学習・生活指導等

を実施した。 

【継続】 

心の教室

相談員活

用事業 

心の教室相談員を小中学校に配

置し、児童・生徒及び保護者に

対する相談活動を行います。 

【学校教育課】 

【達成】 

R5 実績：心の教室相談員 2 名を中

学校に配置し生徒の相談にあたっ

た。 

【継続】 

いじめ防

止対策 

いじめ対策をさらに強化するた

め、いじめ防止基本法に基づい

たいじめ防止等のための対策を

推進します。 

【学校教育課】  

【達成】 

R5 実績：那須町人権擁護委員によ

る命の大切さやいじめ、DV といっ

た様々な人権に関する講話を実施

した。  

【継続】 

スクール

ソーシャ

ルワーカ

ー活用事

業 

スクールソーシャルワーカーを

活用し、さまざまな課題を抱え

た児童・生徒に対し、当該児

童・生徒が置かれた環境へ働き

かけたり、関係機関等とのネッ

トワークを活用する等、多様な

支援方法を用いて課題解決への

対応を図ります。 

【学校教育課】 

【達成】 

R5 実績：スクールソーシャルワー

カー1 名を雇用し、必要な支援に

つなげるため関係機関と連携を図

り関係性を構築することができ

た。 

【継続】 

命の週間 毎年２月の第３週を「命の週

間」とし、各小中学校の道徳、

学級活動、学校行事等で、自他

の命を大切にするための授業や

イベント行事を行います。 

【学校教育課】 

【達成】 

R5 実績：2 月第 3 週を「命の週

間」として、命についての講話や

集会、授業など各小中学校におい

て様々な学習を行った 

【継続】 

重点施策４ 働き世代対策 

県と連携

による啓

発 

勤務問題による自殺対策につい

て、県が関係機関・団体と連携

して実施する活動等について啓

発を行う。 

【保健福祉課】 

－ 

【新規】 

県との連携方法について協議

し、啓発活動を進める。 
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（３）生きる支援の関連施策  

事業名  事業概要 「生きる支援」実施内容 実施状況 今後の計画 

気づきのための人材育成（ゲートキーパー研修）を様々な分野で推奨する 

青少年育

成協議会

に関する

事務 

青少年育成協議会や運

営等を行う。 

【生涯学習課】 

青少年層における自殺の実情

や青少年向けの自殺予防の取

組みに関して議論すること

で、青少年の自殺リスクや自

殺対策等に関する理解の促進

を図る。協議会委員や地区推

進員に対し、ゲートキーパー

研修の案内等を行う。 

【一部達成】 

那須町青少年育成協

議会を開催し、青少年

の育成に関する事業に

ついての協議等を行っ

た。 

青少年の非行防止の

事業として、強調月間

の広報紙による周知及

び社会を明るくする運

動等を行った。ゲート

キーパー研修の案内等

については未実施。 

【継続・改善】 

青少年育成協議会事

業については継続。

ゲートキーパー研修

については、研修が

実施される場合は案

内等をおこなう。 

親学習プ

ログラム 

子育て世代の親同士が

交流を図りながら自分

自身の子育てを振り返

ったり、知識やスキル

を学んだりする参加型

学習プログラム。 

【生涯学習課】  

子育てに関する不安や悩みを

共有・共感する機会を設け、

子育て世代の孤立化を防止す

ることにより、間接的に自殺

予防につながる事業とする。

また、プログラムのファシリ

テーターを務める家庭教育オ

ピニオンリーダーに対し、ゲ

ートキーパー研修の案内等を

行う。 

【達成】 

R5 実績：親学習プログ

ラム 20 回実施。 

【継続】 

包括的な生きる支援の情報（相談先一覧等）を幅広く届けていく 

子育て支

援センタ

ーの運営 

（利用者

支援事

業：基本

型） 

保護者の身近な場所

で、教育・保育・保

健・その他の子育て支

援の情報提供及び必要

に応じて相談・助言を

行うとともに、関係機

関との連絡調整を行

う。 

【こども未来課】 

子育て中の保護者が、教育・

保育施設や地域の子育て支援

事業等を円滑に利用できるよ

う相談・情報提供・助言を行

うことにより、育児負担が軽

減され、自殺リスクの軽減に

もつながり得る。 

【達成】 

子育て中の保護者に必

要な情報提供及び相談

助言を行った。 

R5 実績：利用者数

1,897 人 

【継続】 

子育て地

域交流ひ

ろば促進

事業 

子育てママ等当事者や

地域住民・任意団体・

NPO 法人等が主体とな

って取り組む地域にお

ける子育て中の親子の

交流を支援する活動等

に対して補助金を交付

する。 

【こども未来課】 

周囲に親類・知人がいない場

合、子育てに伴う過度な負担

が夫婦（特に妻)にかかり、自

殺のリスクが高まる恐れもあ

る。保護者が集い交流できる

場を設けることで、そうした

リスクの軽減に寄与し得ると

ともに、危機的状況にある保

護者を発見し早期の対応につ

なげる接点にもなり得る。 

【未達成】 

当該補助金の交付実績

がなく、令和 4 年 9 月

8 日告示第 130 号によ

り補助金交付要綱を廃

止した。 

【事業廃止】 

障害者虐

待防止セ

ンター事

業 

障害者虐待防止に係る

相談受付、通報時の対

応を行う。 

【保健福祉課】 

虐待への対応を糸口に、当人

や家族、擁護者を支援してい

くことで、背後にある様々な

問題をも察知し、適切な支援

先へとつないでいく接点（生

きることの包括的支援）とな

り得る。 

  

【達成】 

これまで障害者虐待防

止センターを運営継続

しており、障害者虐待

に係る通報時の対応を

実施した。 

R5 実績：0 件 

【継続】 
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様々な分野における機会と連動して、自殺対策への理解を広める 

子育て支

援センタ

ーの運営

（地域子

育て支援

拠点事

業） 

乳幼児及びその保護者

が相互の交流を行う場

所を開設し、子育て相

談・情報提供・助言・

その他の援助を行う。 

【こども未来課】 

子育て中の保護者同士が集い

交流できる場を設けたり、保

護者からの育児に関する各種

相談に様々な専門機関と連携

しながら応じたりすること

で、危機的状況に陥る前に家

庭の問題を発見し、対応する

ことが可能となり、自殺リス

クの軽減にもつながり得る。 

【達成】 

子育て中の保護者同士

が集い交流できるイベ

ントを実施した。 

R5 実績：51 回開催 

【継続】 

子ども・

子育て支

援事業計

画の推進 

子ども・子育て支援事

業計画の推進を図る。 

【こども未来課】 

子ども・子育て支援事業が、

単に子育て支援ではなく、生

きづらさを抱える家庭等への

早期発見や支援強化に繋ぐこ

とができる。 

【達成】 

要対協を通じ情報共有

を行い、早期発見・支

援を図った。R5 実績：

要対協 6 回開催 

【改善】 

令和 7 年 4 月から

「那須町こども計

画」として継続す

る。 

障害者計

画、障害

福祉計

画、障害

児福祉計

画の策定

及び管理

事業 

各計画の進行管理及び

次期計画の策定を行

う。 

【保健福祉課】 

障がい者に関する各種計画と

自殺対策事業との連携可能な

部分の検討を進めることによ

り、両事業の更なる連携促進

を図ることができる。 

【達成】 

令和 5 年度に第 5 次那

須町障がい者計画、第

7 期那須町障がい福祉

計画、第 3 期那須町障

がい児福祉計画を策定

した。 

自殺対策計画との連携

においては、特定保健

指導の実施やこころの

健康相談の実施、自殺

対策計画の推進を、基

本施策のひとつとして

位置づけている。 

【継続】 

那須町障

害者自立

支援協議

会運営事

業 

医療、保健、福祉、教

育及び就労等に関係す

る機関とのネットワー

ク構築を行う。障がい

者福祉に関する支援体

制整備、障害者福祉関

連計画の協議及び調

整、障害者差別解消の

推進その他障害者自立

支援に必要な事項につ

いての協議を行う。 

【保健福祉課】 

障がい者に関する各種計画と

自殺対策事業との連携可能な

部分の検討を進めることによ

り、両事業の更なる連携促進

を図ることができる。 

医療や福祉等の各種支援機関

の間に構築されたネットワー

クは、自殺対策（生きること

の包括的支援事業）を展開す

る上での基盤ともなり得る。 

【達成】 

令和 5 年度に、那須町

障害者自立支援協議会

と連携し、第 5 次那須

町障がい者計画、第 7

期那須町障がい福祉計

画、第 3 期那須町障が

い児福祉計画を策定し

た。 

自殺対策については、

基本施策のひとつとし

て位置づけている。 

R5 実績：那須町障害者

自立支援協議会を 2 回

開催した。 

【継続】 

あらゆる分野での広報・啓発を強化する 

行政の情

報提供・

広聴に関

する事務

（広報等

による情

報発信） 

行政に関する情報・生

活情報の掲載と充実、

自治体のホームページ

やフェイスブックによ

る情報発信及び広報誌

等の編集・発行を行

う。 

【保健福祉課】 

住民が地域の情報を知るうえ

で最も身近な情報媒体であ

り、自殺対策の啓発として、

総合相談会や居場所活動等の

各種事業・支援策等に関する

情報を直接住民に提供する機

会になり得る。とりわけ「自

殺予防週間（9 月）」や「自殺

対策強化月間（3 月）」には特

集を組む等するとより効果的

な啓発が可能となる。 

【達成】 

広報那須に「自殺予防

週間」や「自殺予防い

のちの電話」の記事を

掲載した。 

R5 実績：広報紙掲載 12

回、ホームページ掲載

12 回。 

【継続】 
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生きることの包括的な支援を実施・継続する 

幼保小中

連携事業 

幼稚園、保育園、小学

校、中学校間で連携す

ることにより、希望や

目標をもって各学校に

入学し、それぞれの学

校生活にスムーズに移

行できる児童・生徒を

育てることを目的とす

る。 

【学校教育課】 

発達段階に応じた適切な支援

を行い、幼保小中のなめらか

な接続体制を確立することに

より、不適応・不登校児童・

生徒の未然防止を図ることが

できる。 

【達成】 

R5 実績：講師による研

修会及びその他学習会

をそれぞれ 1 回づつ実

施した。 

【継続】 

QU 調査 

（楽しい

学校生活

を送るた

めのアン

ケート調

査） 

児童・生徒の心理面や

学級集団を客観的に把

握し、学級経営や授業

を改善する。 

【学校教育課】 

不登校になる可能性の高い児

童・生徒の早期発見、いじめ

の発生・深刻化の予防やいじ

め被害にあっている児童・生

徒の発見に活用することがで

きる。 

【達成】 

R5 実績：年度内に児童

生徒一人あたり 2 回実

施した。 

【継続】 

ＣＡＲＥ

プログラ

ム推進事

業 

児童・生徒が「豊かな

関わり合い」によって

育まれる「基本的信頼

感」と「自己肯定感」

に支えられた「確かな

学力」を身に着けるた

め、子どもと大人の絆

を深める（家庭・地

域・学校での豊かな関

わり合いを深める）

CARE プログラムを実

施する。 

【生涯学習課、こども

未来課】 

子どもとの関係をさらに良好

にし、子育てや子どもとの関

わりが楽しくなるコミュニケ

ーションの取り方を大人が習

得することにより、子ども達

の「基本的信頼感」と「自己

肯定感」を高めていくことに

つながる。 

【達成】 

R5 実績：親学習プログ

ラムに一本化し、各小

中学校への巡回実施や

月 1 回の乳幼児健診な

どで合計 36 回実施し

た。 

【改善】 

ＣＡＲＥプログラム

推進事業の次の段階

として、家庭教育支

援後援会（教育委員

会３課担当）、ペア

レントプログラム

（こども未来課担

当）に移行する。 

子育て支

援センタ

ーの運営

（児童虐

待防止対

策の充

実） 

家庭における適正な児

童養育、その他家庭児

童の福祉の向上、児童

虐待防止を図るための

相談、指導を行う児童

家庭相談員を配置す

る。 

【こども未来課】 

子育て中の保護者からの育児

に関する各種相談に応じるこ

とで、危機的状況に陥る前に

家庭の問題を発見し、対応す

ることが可能となり、自殺リ

スクの軽減にもつながり得

る。 

【達成】 

子育て中の保護者から

育児に関する各種相談

に応じ、虐待の早期発

見につなげた。 

R5 実績：相談実件数

2,115 件 

【継続】 

子育て支

援センタ

ーの運営

（子育て

ヘルパー

派遣事

業） 

家事・育児を行うこと

が困難な家庭等に対

し、子育て支援ヘルパ

ーを派遣する。 

【こども未来課】 

保護者の家事・育児の負担軽

減を図ることにより、育児ノ

イローゼ等による自殺リスク

の軽減にもつながり得る。 

【達成】 

子育て中の保護者の家

事育児の負担軽減を図

るため、ヘルパー派遣

を行った。     

R5 実績：ヘルパー派遣

利用回数 0 回、（R4 ヘ

ルパー派遣回数 1 回） 

【継続】 

子 育 て 支

援センター

の運営（子

育 て 短 期

入 所 支 援

事業） 

保護者の疾病その他の

理由等により一時的に

家庭での養育が困難に

なった場合等に児童養

護施設等において一定

期間、養育・保護を行

う。 

【こども未来課】 

子どもの一時預かりは、家族の

状況や保護者の抱える問題・悩

み等を察知し、必要 に応じて支

援を提供していくための契機と

なり得る。 

【達成】 

子どもの一時預かり

で、保護者の抱える問

題、悩み等に対応し支

援した。 

R5 実績： 

子育て短期入所利用：

延べ 25 日※児童数 3 名 

【継続】 
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子 育 て 世

代 包 括 支

援センター

事業 

妊娠・出産・育児に関す

る各種の相談に応じ、

母子保健施策と子育て

支援施策との一体的な

提供を通じて、妊娠期

から子育て期にわたる

までの切れ目ない支援

を提供する。 

【こども未来課】 

妊娠期から子育て期にわたるま

での母子保健や育児に関する相

談に対応することで、育児不安

や虐待予防、自殺のリスクを抱

えた保護者の早期発見と支援の

強化につながり得る。 

【達成】 

必要に応じて関係機関

と連携することで安

心・安全な出産、育児

を支援することができ

た。  

【継続】 

防災対策

一般事務 

各種防災対策を推進す

るため、国や都道府県

をはじめとする 関係

機関と密接な連絡をと

り、効果的に事業を行

うとともに、 災害に

対する諸対策として地

域防災計画の作成等を

行い、総合的かつ計画

的な防災対策を推進す

る。 

【総務課】 

自殺総合対策大綱において、

大規模災害における被災者の

心のケア支援事業の充実・改

善や、各種の生活上の不安や

悩みに対する相談や実務的な

支援と専門的な心のケアとの

連携強化等の必要性があり、

災害発生時における被災者の

メンタルヘルス対策を推進す

る。 

【実績なし】 

大規模災害の発生がな

かった。 

 【継続】 

運 転 免 許

自 主 返 納

支援事業 

那須町に住民票がある

65歳以上の高齢者が自

主的に免許を返納した

際に、公共交通機関に

おける乗車券又は回数

券を交付する。 

【総務課】 

運転免許を自主返納し外出す

る手段がない高齢者への支援

とし、公共交通機関の回数券

等を交付することにより、外

出先でコミュニケーションを

とることができれば、高齢者

の孤立防止や自殺リスクの早

期発見に寄与しうる。 

【達成】 

運転免許証自主返納者

に対し、公共交通機関

の回数券を送付し、移

動支援を行う事で高齢

者の孤立防止や自殺リ

スクの軽減に寄与し

た。 

R5 実績：返納者 67 人 

【継続】 

町民バス

運行事

業・デマ

ンド型乗

合交通事

業 

町民バス及びデマンド

型乗合交通の運行管理

を行う。 

【ふるさと定住課】 

相談機関の窓口一覧情報等を

バス等車内に掲示することに

より、相談先情報等の周知の

機会とすることができる。 

また、広報誌等に「公共交通

を利用したお出かけコース」

を掲載する等、外出する楽し

さを見つけてもらえるきっか

けづくりを行う。 

【一部達成】 

広報紙に、公共交通を

利用したお出かけコー

スの掲載はできたが、

窓口一覧情報等のバス

等車内への掲示は、新

型コロナウイルス関連

の車内掲示等の対応に

より、実施することが

出来なかった。 

【改善】 

相談機関の窓口一覧

情報等の車内掲示を

実施する。また、定

期的に公共交通を利

用したお出かけコー

スを広報紙等へ掲載

する。 

福祉タク

シー事業 

重度心身障がい者及び

高齢者のみの世帯の者

がタクシーを利用する

際の利用料金の一部を

助成する。 

【保健福祉課】 

日常生活の利便と社会参加の

促進を図ることにより、自殺

リスクを軽減できる。 

【達成】 

広報への掲載や民生委

員等による事業の周知

により、タクシー券の

助成を行った。 

R5 実績：利用総数

1,243 人 

【継続】 
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生活困窮

者自立支

援事業 

子どもの学習支援事業

等 

【保健福祉課】 

子どもに対する学習支援を通

じて、当人や家庭の抱える問

題を察知できれば、当該家庭

を支援につなげる等の対応が

可能となり、支援につなぐ機

会、接点となり得る。 

【達成】 

実施機関の県や町の生

活困窮者自立支援員へ

情報共有を図り、申請

案内を円滑に進めるこ

とができた。 

また、学校教育課と連

携を図り、学校や対象

者へ周知を行うことが

できた。 

R5 実績：教室開催日数 

284 日、参加者数 延

815 人 

【継続】 

地域福祉

推進事業 

地域住民や民間団体の

自主的な福祉活動を支

援し、地域住民の多様

な福祉ニーズに対応で

きるようにするため、

住民と行政が協働し、

地区社会福祉協議会に

よる地域福祉の推進体

制を整える。 

【保健福祉課】 

地域包括ケアと自殺対策との

連動は今後の重要課題ともな

っており、地区社協はその連

動を進める上での要となり得

る。 

地域の自殺実態や対策の情

報、要支援者の安否情報の収

集並びに関係者間での情報等

の共有を図ることで、両施策

のスムーズな連動を図ること

ができる。 

【達成】 

那須町社会福祉協議会

や地域包括支援センタ

ー等と情報共有を図る

ことで、地域包括ケア

と自殺対策のスムーズ

な連動につなげること

ができた。 

R5 実績：高齢者福祉事

業実施 6 社協 6 回実

施 延 510 人 

【継続】 

同和・人

権啓発事

業（人権

啓発事

業） 

人権意識を高めるため

の啓発を行う。 

【保健福祉課】 

各種事業の中で自殺問題につ

いて言及する等、自殺対策を

啓発する機会となり得る。 

【達成】 

月に 1 回の人権相談

や、小中学校での人権

教室の開催、イベント

等での人権啓発活動を

行い、人権について考

えるきっかけを作るこ

とができた。 

R5 実績：人権相談会 

12 回実施、人権啓発活

動 3 回実施、小中学生

を対象とした人権教室 

15 回開催 

【継続】 

身体障害

者補助犬

事業 

視覚障がい者の移動を

支援するための身体障

害者補助犬を貸与す

る。 

【保健福祉課】 

視覚障がい者の日常生活を支

える手段であり、適切に提供

することで、自殺リスクの軽

減に寄与し得る。 

【実績なし】 

事業対象者の減少によ

り実績なし。 

【継続】 

重度心身

障害児者

見舞金支

給事業 

在宅の重度心身障害児

者に対して見舞金を支

給する。 

【保健福祉課】 

在宅で生活する重度心身障害

児者及びその家族は、介護負

担等が大きいため、見舞金を

支給することで、心身の負担

緩和を図り、自殺リスクの軽

減に寄与する。 

【達成】 

例年、300 人前後の見

舞金対象者に対して見

舞金を支給し、心身の

負担緩和を図った。 

R5 実績：290 人 

【改善】 

町単独財源での見舞

金事業であり、見舞

金制度のあり方につ

いて、制度の廃止も

含めて検討する。 

地域生活

支援事業 

障がい者の日常生活及

び社会生活を総合的に

支援し、障がい者福祉

の増進を図るための事

業を行う。 

【保健福祉課】 

自宅以外の日中の居場所を提

供することで、交流の促進を

図り、自殺リスクの軽減に寄

与する。 

【達成】 

地域活動支援センター

の運営や、日中一時支

援事業所への補助によ

り、自宅以外の居場所

づくりを実施した。 

R5 実績：13 人 

【継続】 
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自立支援

医療に関

する事業 

身体・精神障がい者の

自立と社会経済活動へ

の参加促進を図る更生

のための医療費を公費

で負担する。 

【保健福祉課】 

身体・精神障がい者に係る医

療費負担が大きいため家計に

おける医療費を抑制すること

で、適切な医療を受ける機会

を確保し、自殺リスクの軽減

に寄与する。 

【達成】 

自立支援医療に関する

事業については、必要

な支援を必要な方に届

けるため、町ホームペ

ージ等を利用し、制度

の啓発を実施した。 

自立支援医療のうち精

神通院医療については

栃木県の事業であるた

め、栃木県と連携し、

申請受付事務を実施し

た。 

R5 実績：458 人 

【継続】 

納税相談 住民から納税に関する

相談を受け付ける。 

【税務課】 

納税を期限までに行えない住

民は、生活面で深刻な問題を

抱えていたり、困難な状況に

あったりする可能性が高いた

め、納税相談を行うことで、

生活再建等の様々な支援につ

なげる。 

【達成】 

納税が困難な者には生

活状況確認書により、

経済的な問題等を聞き

取りすることができ

た。 

【継続】 

アナザー

スクール

（放課後

子供教

室） 

地域と家庭が連携し、

学校施設を利用して

様々な体験活動を提供

する。子ども達が安心

して活動できる場所を

作るとともに地域人材

の活躍の場を確保す

る。 

【生涯学習課】 

得意分野を生かせる様々な講

座を設け、指導者を広く地域

から募集することで、大人の

生きがいづくりを推進し、間

接的に自殺予防につながる事

業とする。また、子ども達の

指導に当たる学校支援ボラン

ティアや、ボランティアを斡

旋する地域教育コーディネー

ターに対し、ゲートキーパー

研修の案内等を行う。 

【一部達成】 

R5 実績：ゲートキーパ

ー研修の案内等を行う

ことはできなかった

が、アナザースクール

については、24 回開催

（延 467 人参加）し

た。 

【改善】 

ゲートキーパー研修

の案内ではなく、ゲ

ートキーパーに関す

る資料等の送付によ

る共有方法に切り替

える。） 

 

 

 

 

 

 



 

 

相 談 窓 口 一 覧   

  

 

 

            

 

 

 

 

 

 

主な相談窓口（太字は町関係機関） 

健康  

那須町医師会  

黒磯薬剤師会  

こころのダイヤル  

いのちの電話（いのち SOS：毎日 24 時間） 

栃木県精神保健福祉センター  

県北健康福祉センター  

大田原人権擁護委員協議会  

那須町保健センター（こころの相談） 

 

大田原人権擁護委員協議会  

那須町子育て支援センター  

那須町役場こども未来課  

那須町役場保健福祉課  

那須町保健センター  

那須町地域包括支援センター  

那須町自治会  

那須町民生委員・児童委員  

那須町シニアクラブ連合会  

那須町ボランティア団体  

那須町社会福祉協議会  

（１）からだの悩み（体調不良、長期継続治療、身体の障がい等） 

（２）こころの悩み（不眠、気分の変調、辛くて苦しい時、  

うつ病、精神疾患等）  

相談内容  

連 

携 

（１）子どもについての悩み（しつけ、発達の問題等）  

（２）親子関係についての悩み（愛着関係等）  

（３）家庭内不和についての悩み（家族間トラブル等）  

（４）家族の介護・看病の悩み  

（５）一人暮らし・高齢者世帯の不安  

（１）職場の人間関係の悩み  

（２）長時間労働への悩み  

（３）失業のための経済的な悩み  

よりそいホットライン（24 時間対応） 

ハローワーク  

若者サポートステーション  

法テラス  

大田原労働基準監督署  

大田原人権擁護委員協議会  

那須町社会福祉協議会  

那須町保健センター  

 

いじめ相談さわやかテレホン  

（毎日 24 時間対応） 

大田原人権擁護委員協議会  

那須町役場学校教育課  

那須町教育相談室  

那須教育事務所  

那須町子育て支援センター  

那須町役場こども未来課  

（１）友人関係の悩み  

（２）いじめに関する悩み  

（３）学業不振の悩み  

（４）先生との人間関係の悩み  

家庭  

仕事  

学校  

3
0

 



 

 

紙イラストについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

太陽は当事者を、４つの花弁で町民ひとりひとりが当事者に「気付き」、思いを「傾聴」

し、温かく「見守り」、必要な機関に「つなぐ」様子を表し、現状に応じた施策の検討・展開

をすることで、当事者の自分らしさや生きる原動力を町全体として支援する姿を茎と葉で表

現しました。 

 


